
新防火の区域拡大を検討する区域 
（整備地域で防火又は新防火の指定がない区域） 
 

（6,900ha） 

木造・防火構造 準耐火建築物等 耐火建築物 

準耐火建築物等 耐火建築物 

準耐火建築物等 耐火建築物 防火地域 

準防火地域 

新防火区域 

100㎡超又は３階建以上 

500㎡超又は４階建以上 

1500㎡超又は４階建以上 500㎡超又は３階建以上 

木造住宅密集地域における新たな防火規制について  

重点整備地域、整備地域における新防火区域の指定状況及び新防火の区域拡大を検討する区域 

防火地域、新防火区域、準防火地域の指定により要求される耐火性能 
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（出典：東京都資料） 

• 平成16年から都独自条例により新たな防火規制（新防火区域）により、準耐火建築物等以上の性能を求める区域を指定している。 

• 重点整備地域（不燃化特区）の全域、整備地域6,900haのうち約8割において新防火区域を指定している。 



環状７号線 

センター・コア・エリア 

無電柱化の推進 

「チャレンジ支援事業制度※」等の活用  

モデル路線での実施事例の拡大 

面的な無電柱化に向けた支援 

区市町村がこれま
で以上に積極的に
無電柱化を推進 

２．区市町村道の無電柱化の促進 

10 
年 
後 

１．都道の無電柱化の推進 

主要駅や観光地周辺等の美しい 
街並みが求められる箇所の整備 

駅や観光地の整備を進め、自然豊かな 
山間部・島しょ部の整備を検討    

・第一次緊急輸送道路 
（環状七号線等） 

・センター・コア・エリア 

   拡大 

都市防災機能の強化 

良好な都市景観の創出 

拡大 

環状七号線内側エリアへの 
拡大イメージ 

・区市町村庁舎や 

 災害拠点病院等がある都道 

・環状七号線の内側エリア 

10 
年 
後 

山間部・島しょ部
における整備手法
の確立、モデル路
線の整備 

対象の 
全路線で 
事業着手 

10 
年 
後 

３．まちづくりにおける無電柱化の面的展開 

○ 都営住宅建替時の外周道路を無電柱化 

○ 都市再生特別地区を活用し、開発区域内外を無電柱化 

○ 都市開発諸制度を改定し、区域内の無電柱化 を義務化、 

       区域外の無電柱化を評価し容積率を割増 

○ 土地区画整理事業助成における無電柱化 

○ 防災生活道路の無電柱化を支援 

民間事業者等
による取組が
これまで以上
に展開 

10 
年 
後 

 

• 都市防災機能の強化、安全で快適な歩行者空間の確保及び良好な都市景観の創出を図るため、道路上の電線類を地中化し、電柱を撤去
する無電柱化を進めている。 

• 東京都無電柱化推進条例に基づく「東京都無電柱化計画」を策定し、都の無電柱化事業の今後10年間(平成30年度から平成39年度ま
での基本方針や目標を定めている。 

「東京都無電柱化計画 電柱のない安全・安心な東京へ」(平成30年3月) 
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※平成30年度までに業務着手し、 

 チャレンジ事業の認定を受けた 

 場合、事業完了まで事業費を 

 補助する 

事業名 補助率 

無電柱化推進計画等の策定 都費100％ 

無電柱化チャレンジ路線の
検討 

都費100％ 

無電柱化チャレンジ事業 
※平成29年度時点の国交  
   付金の交付率を基に記載 

国費55％、都費45％ 
（測量設計費は都費
100％） 

    



○大規模災害時での建築物の自立性確保(原則) 

 防災備蓄倉庫の配置と分散配置 

 自家発電設備の整備 

 

○帰宅困難者の一時滞在施設の 

 確保推進(誘導)整備により容積率 

 の割り増し 

 一時滞在施設の待機スペース 

 の床面積×0.4 

• 都市開発諸制度（特定街区・高度利用地区・再開発等促進区を定める地区計画・総合設計）を活用するに際しては、大規模災害時にお
ける自立性確保に向け、原則として防災備蓄倉庫や自家発電設備等の整備を行うことを条件としている。 

• 帰宅困難者を受け入れる一時滞在施設を整備する開発計画については、容積率を一定程度割り増すことができることとしている（平成
25年6月施行）。 

都市開発諸制度による防災対策 

 公開空地の整備など、良好な市街地環境の形成に貢献する建築計画
に対して、容積率や斜線制限などの建築制限を緩和する制度 

都市開発諸制度 

割増容積率 

公開空地： 

 民間の敷地内に設ける空地のうち、日常一般に開放され、不特定
多数の者が自由に通行又は利用することができる部分 

防災都市づくりの強化(25年6月施行) 

【平成23年3月 東日本大震災発生】 

 ○帰宅困難者発生数（内閣府推計）：東京都で約352万 

 ○公共施設等の受入数（都発表）：1,030施設 約9万人 

【25年4月 都帰宅困難者対策条例施行】 

 ○従業員の施設内待機の努力義務化 

 ○従業員の3日分の備蓄の努力義務化 

 ○一時滞在施設の確保に向けた都、国、区市町村、民間事業者 

  との連携協力 

 

背景 

屋内空間 
（エントランスホール、 
 集会場等） 

基準容積率 
500％ 
建蔽率  
80％ 
敷地面積
10,000㎡ 

一般建築物 

50,000㎡ 

都市開発諸制度 
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公開空地 

概要 

オフィス

店舗

店舗

店舗

駐車場・機械室

地上

ｺﾝｺｰｽ

エントランス

廊下

オフィス

店舗

店舗

店舗

駐車場・機械室

地上

ｺﾝｺｰｽ

エントランス

廊下

≪待機スペース≫ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

都市再生特別地区におけるＢＣＰ（事業継続計画）の事例 

■事業継続のための主な対策 

（１）災害時に大規模広場等を活用した帰宅困難者への対応・整備 

（２）自立・分散型エネルギーシステムの導入 

非常用
発電機

電気＋ガス
停止時

50%

商用
電力

ＣＧＳ

平常時

50%

100%

ＣＧＳ

非常用
発電機

電気
停止時

50%

100%

近隣の
公共施設へ
（検討）

電力の
供給排熱

熱

地域
冷暖房
施設

Ａ街区

Ｂ・Ｃ街区

電力

地域
冷暖房
施設

非常用
発電機

熱

中圧ガス

電力・熱の
供給 非常用

発電機

電力

商用電力

×

ＣＧＳ

※帰宅困難者のための一時滞在施設（床面積あたり3.3㎡につき2人） 
・地下鉄連絡広場：約1,000㎡ 
・オフィスエントランス：約1,750㎡ 
・東西歩行者通路：約2,350㎡ 
・体育館等(インターナショナルスクール)：約900㎡ 
※帰宅困難者のための一時滞留スペース 
・中央広場：約1,700㎡ 

○帰宅困難者の受入れスペース、および防災備蓄倉庫の配置イメージ 

○電力供給能力のイメージ ○災害時のエネルギー等供給イメージ 

■計画緒元 

（出典：虎ノ門・麻布台地区市街地再開発準備組合[森ビル株式会社] 
    「都市計画(素案)虎ノ門・麻布台地区」より作成） 
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主要用途：住宅、事務所、インターナショ 
     ナルスクール、サービスアパート 
     メント、小育て支援施設 等 
敷地面積：約63,800㎡ 
延床面積：約819,600㎡ 
階数高さ：地上65階/約330ｍ(Ａ街区)等 
着  工：平成30年度（予定） 
竣  工：平成34年度（予定） 

■計画緒元 

主要用途：店舗、事務所、下水ポンプ場 
敷地面積：約31,400㎡ 
延床面積：約680,000㎡ 
階数高さ：地上61階/約390ｍ(Ａ棟)等 
着  工：平成29年度（予定） 
竣  工：平成39年度（予定） 

■事業継続のための主な対策 

常盤橋地区 

 
 
 

１） ビジネス・交流拠点の形成に向けた都市基盤の整備 ２） 外国人にとっても暮らしやすい生活環境整備 ３） 防災対応力の強化と都市環境の向上

地下鉄神谷町駅

住宅

住宅

地下鉄六本木一丁目駅

放射１号線
(TP+28.5)▼

住宅

A街区

B-2街区

B-1街区

C-2街区

国際教育施設
（インターナショナルスクール・多言語対応子育て支援施設）

地下鉄連絡広場

中央広場（6,000㎡）

東西歩行者通路（地下）

桜田通り
▼（TP＋10.0）

(TP+21.0)▼

事務所

店舗

住宅

道
路
境
界
線

道
路
境
界
線

道
路
境
界
線

道
路
境
界
線

生活支援・交流施設
（外国人対応スーパーマーケット）

事務所

サービス
アパートメント

生活支援施設
（医療施設）

① 国際教育施設（インターナショナルスクール等）の整備

② 多様なニーズに対応した居住・滞在施設の整備

③ 外国人の生活支援・交流施設の整備

① 災害時のエネルギー供給等による持続・継続性の確保

② 未利用エネルギーの活用等による環境負荷低減

〈キープラン〉

Ａ街区

Ｂ-2街区

Ｂ-1街区

C-3街区

C-4街区

C-2街区

C-1街区

地下鉄
六本木一丁目駅

地下鉄
神谷町駅

六本木
ファーストビル

A街区

B-2街区

B-1街区

C-1街区

C-3街区

C-2街区

●ＴＰ+26.5ｍ

C-4街区仙石山
テラス

アークヒルズ
仙石山森タワー

外務省
飯倉公館

霊友会
釈迦殿

八幡神社

オランダヒルズ

麻布小学校

アーク
八木ヒルズ

サウジアラビア
大使館

ＴＰ+28.5ｍ●

地下鉄連絡広場の整備
（約1,000㎡）

斜面緑地の保全整備
（約600㎡）

地区幹線道路２号の整備
（幅員12m）

●ＴＰ+10ｍ

都市再生特別地区の区域

地区計画の区域

道路（今回整備）

歩行者ネットワーク（今回整備）

地区幹線道路１号の整備
（幅員12m）

東西歩行者通路（地下）の整備
（延長約700m）

中央広場

●ＴＰ+21.0ｍ

地域冷暖房施設・
コージェネレーションシステム

地
区
幹
線
道
路
１
号

① 幹線道路を結ぶ南北・東西方向の道路整備

② 地下鉄神谷町駅と六本木一丁目駅を結ぶ歩行者ネットワークの整備

③ 地形を活かした緑地や大規模広場の整備

④ 市街地再開発事業による密集した木造建物の解消等、市街地の安全性を向上

虎ノ門・麻布台地区 

（１）災害復旧活動の拠点となる広場整備と帰宅困難者対応 

 

災害復旧活動拠点 
・下水道等インフラ復旧の活動スペースの提供 
・災害復旧活動を支える非常用コンセント・テント 
 設置用アンカー等の整備と井水の活用 
・建物内トイレの提供 
・常盤橋防災船着場等と連携した物資集配スペース 
 の提供（大規模広場、特定緊急輸送道路と連携し 
 た地下駐車場） 
・常盤橋防災船着場の再整備（バリアフリー化等） 
 

帰宅困難者支援機能 
・一時滞留スペースの確保（約6,000㎡） 
・帰宅困難者の一時滞在施設の整備 
 （約5,500㎡、約3,300人） 
・災害や交通の情報提供ツールの整備 
・防災備蓄倉庫の整備（約250㎡、約3,300人×3日） 

○災害時においてもエネルギー供給が可能な大規模広場や建物の整備により、 
 災害復旧活動拠点と帰宅困難者支援機能を整備 

（２）自立・分散型エネルギーの 
   導入と水の自立化 

○高効率コージェネレーションシステムと 
 デュアルフューエル対応型非常用発電機 
 等の導入 
○災害用井戸の活用により、雑排水（トイ 
 洗浄水）を確保 
  
※建物竣工時期にあわせ、その時代のニー 
 ズやエネルギー供給システムの発展に配 
 慮した取組内容を実施 

◆整備イメージ 

（出典：三菱地所株式会社「都市計画(素案)大手町地区(D-1街区)」より作成） 


